
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [140,712円]

類似団体内順位

[ 30/50 ]

全国市町村平均

121,478
宮城県市町村平均

124,400

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

363,395

78,382

128,423
140,712

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [92.2]

類似団体内順位

[ 20/50 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

100.0

82.4

93.6
92.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [11.10人]

類似団体内順位

[ 38/50 ]

全国市町村平均

8.00
宮城県市町村平均

8.37

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

23.44

5.57

9.26
11.10

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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将来負担の健全度

類似団体平均

丸森町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
■財政力指数
　・人口の減少や高齢化率の上昇に加え、町内に中心となる産業がないこと等により財政基盤が弱く、類似団
体平均を０．１９下回っている。行財政改革の推進により歳出削減に努め、財政の健全化を図る。
■経常収支比率
　・類似団体平均を１．８％上回っているが、行財政改革の推進等により、前年度（９０．６％）より１．４％改善さ
れている。今後も行財政改革を推進し、義務的経費の削減に努める。
■人口1人当たり人件費・物件費等決算額
　・町内の各地域に施設が点在していることから、効率的な運営が難しい状況であるが、行財政改革を推進
し、より効率的な運営に努める。
■ラスパイレス指数
　・類似団体平均より１．４下回っており、低い水準にある。今後とも引き続き給与の適正化に努める。

■人口1人当たり地方債現在高
　・今後も道路整備を始め、移動通信用鉄塔整備や宅地造成事業等の地方債発行が見込まれている。このこと
から、今後は投資事業の重点化を図りながら、他事業における地方債発行の抑制等により、地方債現在高の減
少に努める。
■実質公債費比率
　・類似団体平均を１．８％上回っている。公営企業への操出金（地方債の償還に充てられたもの）等によること
が考えられるが、過去の大型事業分の償還が完了していくことから、次第に減少していく見込みである。
■人口1,000人当たりの職員数
　・町域が広く、各地域に公民館・出張所・保育所・小中学校が点在しているため、類似団体平均を上回ってい
る。定員適正化計画に基づき、平成１８年度から２１年度までに２０名の削減を見込んでいる。


